（様式第１号）
平成　　年　　月　　日

特許等取得支援事業申込書

財団法人千葉市産業振興財団
理事長　様
申込者　企業名　　　　　　　　　　　　　

代表者　　　　　　　　　　　　　印
下記により、特許等取得支援を申し込みます。

	取得支援希望の
知的財産権
	特許権　　・　　実用新案権　　・　　意匠権

	所在地
	〒　　　－　　　　


	連絡先
	TEL
	FAX

	
	E-Mail

	担当者(氏名)
	

	業種
	
	従業員数
	人

	資本金
	千円
	売上高(年間)
	千円

	創業年月日(予定)
	
	法人設立年月日(予定)
	


	発明等の名称
	

	発明・考案・創作者
	

	権利承継書類の写し
	□ 就業規則等　　□ 職務発明規程等　　□ 譲渡証等

	依頼弁理士名
	

	所在地
	〒　　　－　　　　


	担当者(氏名)
	

	連絡先
	TEL
	FAX

	
	E-Mail


	特許等の権利化促進について

	外国出願予定
	□予定あり → 出願予定国： □ 米国　　□ 欧州

　　　　　　　□アジア（　　　　　　　　　　　　　　　）

　　　　　　　□その他（　　　　　　　　　　　　　　　）

□予定なし

	審査請求予定
	□同時または直後　　□１年後　　□２年後　　□３年(期限内に)

	早期審査の利用
	□利用する　　　□利用の予定はない

	その他 利用予定の知財関連支援制度
	


	出願する技術の内容

	※　取得支援を希望する知的財産権の対象となる技術等について、その内容を詳しく
説明するとともに、その新規性についてもわかりやすく説明してください。


	将来の展望、事業可能性など

	※　取得支援を希望する知的財産権が、権利化することで将来企業の事業活動に
どのように寄与するかを、売上高の増加等、具体的な表現で記載してください。



※　以下のいずれかに該当する企業(みなし大企業)は本事業の申込をすることはできません。

・発行済株式の総数又は出資金額の２分の１以上が同一の大企業の所有に属している法人

・発行済株式の総数又は出資金額の３分の２以上が複数の大企業の所有に属している法人

・大企業の役員又は職員を兼ねている者が役員総数の２分の１以上を含めている法人

(この場合の大企業とは、中小企業基本法に規定する中小企業者以外の者で事業を営む者をいう。)
※　なお、この用紙に書き足りない場合は、他の用紙を添付しても可。

※　申込書に添付する書類　(1) 出願手続きの委任先弁理士が作成した見積書の写し
(2) ２期分の決算書(創業者については事業計画書)の写し
(3) 権利承継書類の写し
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